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経済的中枢管理機能からみた日本の主要都市の最近の動向について

一大阪・広域中心都市・大宮・吹田を中心にー

阿 部 和 俊＊

＊愛知教育大学 地域社会システム講座

I　 はじめに

筆者はこれまで主要都市における経済的中枢管

理機能の諸状況を分析することによって，日本を

はじめとする数ヶ国の都市間比較や都市システム

などを検討してきた1）。本稿では戦後を対象に，

いくつかの都市に焦点をあてて分析を行う。いく

つかの都市とは，大阪，名古屋，広域中心都市の

とくに仙台と福岡，そして，大宮と吹田のことで

ある。これらの都市は近年，日本の主要都市のな

かで注目すべき動き一日本の都市のなかでの位置

の変化がみられる。これらを検討の後，主要都市

とそのテリトリーとの相互関係に言及する。

Ⅱ　経済的中枢管理機能からみた主要都市

1．全体的な状況

最初に日本の主要都市のなかにおける上記の諸

都市の位置を確認しておきたい。表 川よ1950～2000

年の主要都市の経済的中枢管理機能の状況で

ある。経済的中枢管理機能とは主要民間企業の本

社と支所（支所・支店 。営業所・出張所 。事務所

など）のことである。したがってまず主要民間企

業を決定する必要があるが，ここでは，日本経済

新聞社刊の『会社年鑑』に収録されている株式会

社の本社と支所を経済的中枢管理機能とする。1995

年と2000年については，ダイヤモンド社刊の

『会社職員録』に収録されている会社をも対象と

する。両資料は同じ年次を取り扱っていても採録

日が異なっているため，収録企業数は一致してい

ない。両資料のいずれかに収録されていれば，本

論の対象としている。ただし，店頭市場（ジャス

ダック），マザーズ，ナスダック・ジャパン，大

阪新市場は分析の対象外である。両資料に採録さ

れている企業は各地の証券取引所に上場されてい

る企業でもある。支所については両資料とも完全

にフォローはしていないので，個別に問い合わせ

るなどして完全を期している。

本社の業種構成については別稿で言及するの

で，ここでは触れない。本社数のみ検討する。主

要企業本社の最多都市は（戦前の状況は表1には

掲載していないが）20世紀を通して東京であり，

第2 位は大阪である。戦後については，対象企業

に占めるその比率を求めると東京の本社数比は1950

年:52.9%, 1960年:48.9%, 1970年:48.5%,1975

年:45.8%, 1980年:45.7%, 1985年:45.3%,1990

年:43.9%, 1995年:41.0%, 2000年:40.0%

と推移してきた。東京の本社数は増加を続けてき

たが，対象企業数の増加の方が大きかったので，

相対的には低下してきたことになる。

大阪の本社数比は1950年:14.5%,  1960 年:15.2%,

 1970年:15.0%,  1975年:14.6%,  1980

年:14.5%,  1985年:14.1%,  1990年:13.3%,1995

年:14.0%, 2000年:14.4% と推移してきた。

多少の変化はあるが，ほぽ同レベルで推移してき

たといえる。
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表1　 主要都市における経済的中枢管理機能の状況(1950 ～2000）

年次�1950 �1960 �1970 �1975 �1980 �1985 �1990 �1995 �2000

対象企業数�780 �1,216 �1,576 �1,709 �1,721 �1,817 �2,037 �2,241 �2,500

都市 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所 �本社　支所

1　 東　京 �413　401 �595　645 �765　　944 �783　1,090�786　1,091�823　1,165�894　1,355�919　1,514 �1,001 1,627

�(52.9) �(48.9) �(48.5) �(45.8) �(45.7) �(45.3) �(43.9) �(41.0) �(40.0)

2　 大　阪 �113　390 �185　668 �237　1,012�249　1,108�249　1,069�256　1,115�291　1,266�314　1,377 �361 1,484

�(14.5) �(15.2) �(15.0) �(14.6) �(14.5) �(14.1) �(13.3) �(14.0) �(14.4)

3　 名古屋 �1　24　221 �45　511 �65　870 �63　967 �63　974 �71　1,034 �81　1,192 �88　1,348 �98　1,435

4　 福　岡 �1　11　192 �11　368 �19　　614 �19　736 �20　772 �19　846 �21　1,018 �33　1,182 �39　1,241

5　 仙　台 �｜2　101 �7　223 �4　478 �7　614 �6　685 �6　727 �8　913 �9　1,035 �10 1,129

6　 広　島 �4　　87 �6　209 �10　511 �13　626 �14　　656 �18　　718 �19　　854 �21　967 �23 1,028

7　 札　幌 �5　150 �7　348 �12　568 �15　656 �18　703 �17　　738 �20　847 �24　　961 �28　1,010

8　 横　浜 �19　　96 �24　　　141�33　　263 �32　　308 �35　　343 �35　397 �40　　587 �50　657 �58　757

9　 高　松 �2　　42 �2　132 �4　　262 �7　320 �6　　346 �6　　374 �7　501 �10　491 �12　597

10　神　戸 �28　　111 �43　160 �33　234 �40　268 �39　282 �44　　317 �46　460 �57　　　506�59　550

11　 静　岡 �2　　33 �2　　63 �1　189 �1　259 �2　284 �6　320 �3　456 �4　　494 �6　550

12　 金　沢 �3　　49 �6　　85 �7　169 �6　203 �9　220 �10　280 �10　417 �11　　485 �13　539

13　 岡　山 �1　　28 �1　　74 �1　169 �2　216 �2　241 �1　275 �4　425 �7　466 �10　537

14　千　葉 �1　　6 �2　　36 �1　163 �4　229 �4　　244 �5　276 �6　　445 �9　　481 �9　522

15　 新　潟 �2　　53 �5　103 �8　219 �7　　276 �8　320 �7　347 �8　　457 �9　　481 �8　512

16　 京　都 �16　　66 �21　101 �31　152 �35　198 �38　229 �39　251 �41　　419 �48　　458 �55　511

17　 大　宮 ��15 �1　　49 �2　　73 �3　　96 �3　230 �5　317 �5　402 �4　461

18　 北九州 �-　- �-　- �9　244 �10　　244 �9　261 �12　255 �13　373 �16　377 �17　446

19　 熊　本 �1　　34 �3　　56 �91 �2　　114 �4　122 �4　251 �6　318 �6　350 �6　420

20　 鹿児島 �14 �1　　49 �74 �2　111 �2　132 �2　267 �3　315 �5　350 �5　415

対象企業数 �780 �1,216 �1,576 �1,709 �1,721 �1,817 �2,037 �2,241 �2,500

うち鉄鋼諸機械

部門の企業数 �209 �350 �570 �591 �578 �606 �646 �683 �729

対象 企業数は各年次 とも日本経済新聞社刊 『会社年鑑 』掲載の株式会社

上掲の都 市順位は2000 年の支所数 による

集計の原則は1 企業1 都市1 支所 （支所は支社・支店・営業所 ・出張所・事務所）

資料： 日本経 済新聞社 『会社年鑑』、日本金融通信社『金融名鑑』、 ダイヤモンド 社『会社職員録』、 電話帳、アンケート調査

東京・大阪以外の都市では，名古屋・神戸・京

都・横浜に本社が多い。これらは六大都市として

早くから日本の都市の中で抜きんでた存在であっ

た。大企業の本社所在地としての重要性は現在に

おいても変わらないといえよう。福岡 。広島・札

幌にも本社は多いが，これらの都市は後述するよ

うに支所数の多い都市である。これに対し，支所

数の割に本社数の多い都市（表1 には掲載されて

いない）がいくつかある。たとえば，川崎は2000

年において26本社を数えるが，支所数は201であ

る。

しかし，ここに大きな問題がある。以上の指摘

は登記上の本社数に基づいているが，日本の大企

業の中には周知のように複数本社制を採用してい

る企業が少なからず存在する。表2 はその状況を

示したものであるが，その数は次第に増加してき

たことがわかる。1990年～2000年にかけて比率は

やや減少しているが，それは対象企業数が増加し

たことによるものであり，複数本社制を採用して

いる企業の数は増加している。1990～1995年では2

本社制採用企業はあまり増えなかったが, 1995

～2000年では大きく増加した。

とくに，登記上の本社所在都市は大阪，第2 本

社の所在都市が東京という企業の多いことが注目

される。そういう企業は1960年にはO であったが，1960

年代に22社出現し，時代による差はあるもの

の基本的に増加してきた。このことは大阪の地位

の対東京劣位の一つの証左である。
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表2　 主要企業の複数本社制の状況

登録上の本社

所在都市 �

第2 本社の

所在都市 �1960 �1970 �1980 �1985 �1990 �1995 �2000

大阪 � 東京 �0 �22 �31 �32 �67 �83 �96

大阪以外 � 東京 �9 �36 �63 �65 �112 �103 �124

東京 � 大阪 �0 �1 �0 �0 �6 �8 �9

東京　以外 � 大阪 �6 �14 �19 �22 �18 �18 �11

その他 ��12 �13 �11 �12 �60 �54 �52

計(a) ��17 �86 �124 �131 �263 �266 �292

対象企業数(b) ��1,216 �1,576 �1,721 �1,817 �2,037 �2,241 �2,500

U卜100 ��1.4 �5.5 �7.2 �7.2 �12.9 �11.9 �11.7

第2 本 社の方を実質的な本社であると見なす

と, 1990 年 において東京の本社数は1,067 (894  +67

 + 112 － 6 = 1067, 全 体 の52.4%) と なり, 1995

年 においては1,097 (919  + 83 + 103 － 8 = 1,097, 同49.0%),

 2000 年 に おいては1,211 (1001+96+124-10=1,211,

同48.4%) と なる。1990 年 に比べて1995,

 2000 年の 対全体比はやや低下するものの，

東京の本社数は常に約半数を占めることになる。

さらに，このうち2000 年 については大阪本社，

東京第2 本 社制を採用している96社 の業種を述べ

ておけば，それは「商業」(24), 「 鉄鋼諸機械」(20),

「建 設」(18), 「化 学・ゴ ム・窯業」(15),

「 サ ービス業」(6), そ の他（13 ）で ある。大阪の

本社数に占めるその比率は「商業」では28.2%,

「 鉄鋼諸機械」では27.8%, 「建 設」では54.5% に

あ たる。

一方，このように考えると，大阪の本社数は1990

年 で は248  (291 － 67 + 6 + 18 = 248, 全 体 の12.2%),

 1995 年 では257  (314 － 83 + 8+18  = 257,

同11.5 ％ ），2000 年 で は285  (361 － 96 ＋9 ＋11 ＝285,

同11.4%) と な り，東京との差は一段と大

きなものになる。なお， 大阪を第2 本 社とする企

業の場合登記上の本社所在都市は大阪の周辺に限

られているのに対し, 東 京のそれは全国的であり，

ここにも両都市の大きな違いがある。

ところで，東京の企業が大阪に第2 本社を出し

ている事例にも言及する必要があるだろう。2000

年で，それは9 社であった（東電通・乃村工藝

社・協和エクシオ・オービック・ライオン・オリ

ックス・住友林業・セントラル警備保障・住友海

上火災保険）。このうち1990年にも対象企業だっ

たのは後者の5 社であった。オリックスは1970年

に東京支店を東京本社に昇格させ, 1972 年に本店

を東京に移した。1990年では東京本社，大阪本社

の2 本社体制である。

住友林業は1990年では登記上本店は大阪で東京

は第2 本社である。2000年では反対になった。住

友海上火災保険は1990年では東京本社，大阪本部

である。セントラル警備保障は同じく，東京本社，

大阪事務所であった。住友の2 社とオリックスは

もともと大阪系の企業である。登記上本社を東京

にしても大阪を第2本社としているのは，こうい

う背景もあると思われる。ライオンは1970年（ラ

イオン歯磨）には東京本社，大阪本社の2 本社

（店）体制であったが, 1980 年には東京本社，東

京本店，大阪本店という2 都市3 本社（店）体制

を採用していて異なるシステムである。

続いて，支所数から主要都市の位置をみていこ

う。ここに示されている支所数は「1 企業1 都市1

支所」でカウントされたものである。つまり，

ある都市に1 つの企業が2 支所配置していても，

それは1 支所としてカウントされている。したが

って，たとえば2000年の東京の支所数1,627とい

うのは，対象企業2,500社のうち, 1,627社が東京
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図1　 支所数による主要都市の順位規模曲線
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支所をもっていることである。なお，集計上第2

本社は支所としてカウントされている。

図1 は表1 に基づき作成した支所の順位規模曲

線である。これから読みとれる重要なポイントを

指摘していこう。

①1960年と1970年の間に大きな変化があった。

1970年には，東京・大阪・名古屋，福岡・札幌・

広島・仙台（広域中心都市），その他の都市の3

階層が明確になっている。1960年代は高度経済成

長期であったが，この時期に上位都市間に明確な

階層性が出現した。②1975～1980年にかけて，大

阪の支所数がわずかではあるが減少した。東京の

支所数も微増にとどまった。ここに1970年代の2

度のオイルショックの影響がみられる。③1980年

以後，東京・大阪・名古屋の3大都市を支所数か

らみると，次第に東京が卓越してきていること，

つまり，大阪の対東京劣位が促進されている。④

広域中心都市のなかから福岡が抜け出しつつあ

る。秘広域中心都市のなかで札幌の低下，仙台の

上昇傾向が定着した。札幌は長い間，福岡に次ぐ

支所数の都市であった。しかし，次第に福岡との

差が拡大しただけでなく，4 都市の中で最下位に
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なった。これに対し，仙台の上昇は著しい。1970

年では4広域中心都市中最下位であったが, 1990

年には福岡に次ぐ地位となり, 1995～2000年では

その傾向は定着したといってよい。⑥その他の都

市のなかから横浜が抜け出していること。⑦次第

に高松の支所数が神戸以下の都市のそれと開きつ

つあるといった諸点が指摘されよう。

上記諸点のうち，とくに③④⑤の点に注目した

い。表1 より4 広域中心都市を支所数で見ると，1970

年においては福岡，札幌，広島，仙台の順で

ある。札幌と仙台の支所数は前者が90も上回る。1975

年においても順位に変化はなく，両市の比較

では札幌の支所数が42多い。しかし, 1980 年にな

ると仙台は広島より多くなり，札幌との差は18に

縮小する。1970～1980年の支所の増加数を見ると，

札幌が（＋）135であったのに対し，仙台は（＋）207

であった。これは福岡の(  + ) 158, 広島の(

 + ) 145 をも大きく上回る。

以下，以上の諸分析で明らかになった諸点，す

なわち，大阪の衰退，広域中心都市の盛衰，そし

て大宮と吹田の評価の順に検討していこう。

2 ．大阪の衰退

上記の分析で明らかになったように，近年，大

阪のとくに対東京との比較における相対的な地位

低下は著しい。それは部分的には名古屋をも下回

る。まず，商社の人員配置を検討することによっ

て，大阪の衰退をみてみよう。

企業が都市をどのように評価しているのかとい

ったことは，その人員配置からある程度推測でき

る。重要な都市には多くの人員を配置するからで

ある。事例として商社をとりあげるのは，『有価

証券報告書総覧』により，他業種に比べて都市別

人員配置数を時系列で比較的正確に把握できるか

らである。これまで指摘したことであるが，関西

系の企業は早くから東京にも本社をもつ1 企業2

本社制を採用したが，なかでも商社はその動きが

最も早かった。商社の人員配置をみると，東京重

視ヘシフトしていった経緯がよく分かる。

表3は9大商社の両都市の人員配置数の推移を

示したものである。表4は最多数を示した年次に

対する2002年の人員の比率である。これらの表か

ら読みとれる重要なポイントは次のようにまとめ

られる。①伊藤忠商事・丸紅に代表される関西系

商社は，日商岩井を除いて1961年では大阪の方が

東京よりも人員が多いこと　②1961～1970年にか

けていずれの商社も両都市での人数が増加した

が，とくに東京の方が増加数が多かったこと，そ

の結果，ニチメンを除く8 社で東京の方が人数が

表3 9 商社の東京本社と大阪本社の従業者数の推移

�1961 �1970 �1980 �1985 �1990 �1995 �1999 �2002

�大阪　東京 �大阪　東京 �大阪　東京 �大阪　東京 �大阪　東 京 �大 阪　東 京 �大阪　東京 �大阪　東京

伊藤忠 商事

丸紅

トーメ ン

ニチ メン

兼松

日 商岩井

住友 商事

三井物 産

三菱商事 �2,027　1,5071,919　1,4391,443　　7361,091　

740

823　　516

1,414　1,613

1,138　　928

1,199　3,140

1,137　2,878 �2,551　2,6142,196　3,1531,432　1,5851,535　1,1101,292　1,3752,196

3,265

2,022　2,463

1,666　4,547

1,545　4,594 �1,731　　4,3551,391　4,284804　　1,5861,359

 1,469）

868 1,5

181,536　3,277

1,027　3,045

1,440 5,67

51,332　5,729 �1,349　4,6781,077

 4,

495643　1,448

1,167　1,458

605　1,359

1,184　3,281

909 3,5

801,125　5,627

1,065　5,601 �1,026　4,685921　4,455667 1,

8531,151　1,120

513　1,244

965　3,257

764　　3,190

867　5,006

834　5,334 �1,015 4,95

1854　3,088

651　1,850

696　1,412

454　1,238

819 3,3

08763　3,283

708　4,791

719 5,8

84 �777　　2,486453　　2,503422　1,483400

1,104

274　981

552　　2,730

537　2,793

503　4,260

516　4,497 �1,039　3,015371　1,755172　547263　55931　485171

1,075

259　　2,196

355　3490

354　3476

資料：有価証 券報告書総覧

注1 ）本社分室の人員は含 まれてい るが、 本社とは別組織の、例えば関東支店（都内）の人数は含 まれない。2

）会社名は1990 年現在

○は東京 本社 の人員 数が最多の年
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表4　2002 年の人員の最多年次に対する比率

商社 � 大阪本社　　 東京 本社

伊藤忠商事

丸紅

ト ーメ ン

ニチ メン

兼松

日商岩井

住友 商事

三井物 産

三菱 商事 �40.7　　　　　　　　　60.916.9　　　　　

39.0

12.0　　　　　　　　　29.5

17.1　　　　　　38.1

2.4　　　　　　31.9

7.8　　　　　　　　　32.5

12.8　　　　　　61.3

21.3　　　　　　61.5

22.9　　　　　　　　　59.1

多くなったこと　③1970～1980年にかけては，東

京は一層の人員増加がみられたが，大阪はすべて

人員が減少したこと　④1980～1985年にかけて

は，東京の人員は増加した企業と減少した企業が

みられたが，大阪はいずれも人員が減少したこと⑤

1985～1990年にかけては，トーメンを除くと，

いずれも両都市の人員は減少したこと　⑥1990～

1995年にかけては，東京の人員を増加させた企業

と減少させた企業とがみられるが，大阪はいずれ

も減少したこと　⑦1995～1999 ・ 2002年にかけて

は, 1999～2002年にかけて，東京も大阪も人員を

増加させた伊藤忠商事を除いて，いずれの商社も

両都市の人員を減少させたこと　⑧東京の人員が

最多になるのは，表中○で示したように商社ごと

にバラつきがみられるが，大阪のそれはすべて

1970年であること　⑨表4から，次の諸点が指摘

される。大阪は伊藤忠商事を除いていずれも低率

である。東京においてはいずれも比率は低下して

いるものの，なお4 社で50％をこえる。各商社は

可能な限りのスリム化を図ってきたので，現在，

オフィスで働く人数はかつてほど多くはない。表4

の数値が高いことは，それでもなお，多くの人

が働いていることを意味している。⑩以上の諸点

は，商社にとって（それは関西系の商社において

すら）大阪の重要性が低下したことを示している。

⑩の点を東京と大阪の人員比を計算することに

よって，少し詳しく検討したい。表5 は各商社の

大阪オフィスの人員を東京オフィスの人員で割っ

たものである。いずれも1961年が大阪の対東京比

が最大である。東京との関係だけでみれぱ，大阪

の地位は1961年がピークであった。

商社ごとの特色があるため，傾向が完全に一致

するとは言えないが，基本的に大阪の対東京値は

低下したことが明白である。とくに三井物産・三

菱商事のもともと東京系の商社においては，この

傾向は著しいものがある。大阪の地位低下は相対

的にも絶対的にも大きなものであったことがわか

る。図2 は表5 を図化したものであるが，大阪の

対東京比の低下は一目瞭然である。

では，以上のような変化の要因は何に求められ

るのであろうか。1960年代以降現在までの企業を

取り巻く経済環境をキーワードで列挙すると，高

度経済成長・ドルショック・オイルショック 。低

成長・安定成長・円高傾向・バブル経済とその崩

壊・長引く平成不況といった諸点であろうか。近

年の厳しい経済環境は各企業にリストラクチャリ

表5　 大阪本社の人員に対する東京本社の人員比（大阪本社の人員／東京本社の人員）

�1961　　　　　1970　　　　　1980　　　　　1985　　　　　1990　　　　　1995　　　　　1999　　　　　2002

伊藤忠商事

丸紅

トーメン

ニチメン

兼松

日商岩井

住友商事

三井物産

三菱商事 �1.35　　　　　　0.98　　　　　　0.40　　　　　　0.29　　　　　　0.22　　　　　　0.20　　　　　　0.31　　　　　　0.341.33　　　　　　0.69　　

0.32　　　　　　0.24　　　　　　0.21　　　　　　0.28　　　　　　0.18　　　　　　0.21

1.96　　　　　　0.90　　　　　　0.51　　　　　　0.44　　　　　　0.36　　　　　　0.35　　　　　　0.28　　　　　　0.31

1.47　　　　　　1.39　　　　　　0.93　　　　　　0.80　　　　　　1.03　　　　　　0.49　　　　　　0.36　　　　　　0.47

1.59　　　　　　0.94　　　　　　0.57　　　　　　0.44　　　　　　0.41　　　　　　0.37　　　　　　0.28　　　　　　0.06

0.88　　　　　　0.67　　　　　　0.47　　　　　　0.36　　　　　　0.30　　　　　　0.25　　　　　　0.20　　　　　　0.16

1.22　　　　　　0.82　　　　　　0.34　　　　　　0.25　　　　　　0.24　　　　　　0.23　　　　　　0.19　　　　　　0.12

0.38　　　　　　0.37　　　　　　0.25　　　　　　0.20　　　　　　0.17　　　　　　0.15　　　　　　0.12　　　　　　0.10

0.40　　　　　　0.34　　　　　　0.23　　　　　　0.19　　　　　　0.16　　　　　　0.12　　　　　　0.11　　　　　　0.10
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図2　 主要商社の東京本社と大阪本社の従業者数比(

大阪本社／東京本社)

ングやアウトソーシングをもたらした。さらに一

般的な傾向として，オフィスオートメーション化

と人材派遣の多用という側面も見逃せない。大商

社とはいえ，もちろんすべての企業が全く同じ傾

向を示すわけではない。各商社ごとの得意・不得

意分野もある。これらのことを念頭において検討

したい。

高度経済成長期には各商社とも両都市の人員を

増加させたが，東京においてはより大きかった。1970

年代の中期以降日本は低成長・安定成長であ

ったが，既述したように9 商社は東京では増加，

大阪では減少であったから，この景況は東京には

マイナスに作用してはいない。

1980年代後半から1990年代前半にかけて日本は

円高不況（といわれつつ，円高とは日本経済が強

かったことを意味している）からバブル期である

が，既述したように，東京オフィスの人員を増や

した企業と減らした企業がみられたが，大阪のそ

れはいずれも減少した。各商社は確かに人員を減

少させてきたが，大阪においてより大きかったこ

とがわかる。近年の人員の減少は不況の影響もあ

るが，加えて上述したアウトソーシングや人材派

遣の利用が大きい。

3．広域中心都市の盛衰

4広域中心都市の変化のなかでも仙台と札幌の

逆転は最も興味深い点であった。以下，支所の業

種を中心に少し詳しく検討したい（表6 ）。

支所数全体において仙台が札幌を上回るのは1990

年（仙台913, 札幌847) からである。1985年

では仙台と札幌の支所数は727,738であったから，

この5 年間にいかに仙台の支所数の増加が大きか

表6　 広域中心都市における支所の上位業績とその支所数の推移

�1950年 �1960 年 �1970 年 �1980 年 �1985 年 �1990 年 �1995 年 �2000 年

�業種　支所数 �業種　支所数 �業 種　支所数 �業種　支所数 �業種　支所数 �業種　支所 数 �業種　支所 数�業 種　支所数

札　幌 �

鉄　　33

化　　　　28 �

鉄　113

化　　68 �

鉄　199

化　119 �

鉄　　228

化　　131

建　　　81 �

鉄　239

化　117

建　　90 �

鉄　　250

化　　　138

商　　132 �

鉄　　289

化　　155

建　　111 �

鉄　　296

化　　148

建　　123

仙　台 �

金　　　19

鉱･化　　16 �

鉄　　74

化　　36 �

鉄　190

化　　82 �

鉄　240

化　127

建　　94 �

鉄　255

化　120

建　101 �

鉄　303

化　152

商　　　124 �

鉄　　347

化　　163

建　　121 �

鉄　　367

化　　163

建･商　138

広　 島 �

金　　20

商　　　15 �

鉄　　77

化　　37 �

鉄　　211

化　　　　80 �

鉄　251

化　122

建　　84 �

鉄　277

化　119

建　　91 �

鉄　　304

化　　134

商　　102 �

鉄　356

化　156

建　105 �

鉄　　360

化　　143

建　　125

福　岡 �

鉄　　47

化　　　　40 �

鉄　124

化　　76 �

鉄　213

化　135 �

鉄　　263

化　　　144

建　　　90 �

鉄　294

化　　　140

建　100 �

鉄　　322

化　　168

商　　149 �

鉄　　375

化　　193

商　　142 �

鉄　　378

化　　178

商　　161

注）金融…金融・保険 鉄…鉄鋼諸機械　化…化学．ゴム・窯業　商…商業　建…建設　資料：会社年鑑ほか
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つたかがわかる。この変化を業種的にみれぱ製造

業部門，とくに「鉄鋼諸機械」で大きな差がつい

た。

仙台と札幌の1990 年の支所のうち製造業は，567

 (仙台）と501（札幌）であるが，「鉄鋼諸機

械」はそれぞれ, 303 と250である。両市の差の相

当な部分が，この業種であったことがわかる。以

下，「鉄鋼諸機械」についてより詳しくみていこ

う。

表6 から両市の「鉄鋼諸機械」の支所数を1950

～2000年について検討しよう。1950～1960年にか

けては札幌の方が仙台より増加数が多い。しかし，1960

～1970年にかけては仙台の増加数が札幌を上

回る。それでも1970年までは札幌の方が多かった。1970

～1980年にかけても仙台の増加数の方が上回

る傾向は続いていて，仙台では50，札幌では29の

増加数であり，完全に「鉄鋼諸機械」における仙

台の対札幌優位が確立し，現在まで続いている。1970

～1980年にかけて，対象企業としての「鉄

鋼諸機械」は8 社しか増加していないので，この

間の増加のほとんどはそれまで両市に支所を置い

ていなかった企業が新規に支所を開設したことを

意味しているし，それは仙台の方が断然多かった

ということである。

1985～1995年の10年間に注目すると，「鉄鋼諸

機械」の対象企業は77社の増加であった。この間，

札幌の支所数は50の増加であったが，仙台支所は92

も増加した。このことは新しく対象となった企

業だけでなく早くから取り上げられていた企業が

数多く仙台支所を新規に開設したことを意味して

いる。

1960～1980年の社会情勢を大きく言えば，前半

は高度経済成長期であり，後半は2 度のオイルシ

ョックを経験した低成長期である。しかし，こう

いった景気変動と企業の都市評価は余り関係はな

いといえよう。さらにいえば，終戦から1960年ま

で日本は全体として復興期であったが，この間は

札幌の方がこの業種の支所数も増加数も多かっ

た。復興期→高度経済成長期→低成長期で札幌よ

り仙台が優位に立つということは，都市における

支所機能の増加には景気変動とは違う理由を求め

る必要があるということにもなる。この理由はど

こに求められるのだろうか。この点については，

都市のテリトリーを検討した後にあらためて取り

上げることにする。

東北日本の2 大都市としての仙台と札幌の比較

を行ったが，広島と福岡をも含めてより詳しくみ

てみよう。この4 都市を広域中心都市と名づけた

のは北川建次2）であるが，以来，この4 都市は

様々な観点から比較考察されてきた。現在では全

国総合開発計画における日本のグランドデザイン

においても中核都市として位置づけられ重視され

ている。それぞれの頭文字をとった「札仙広福」

という呼称も定着しつつある。

経済的中枢管理機能から「札仙広福」を検討し

よう。まず，「札仙広福」という呼称から連想さ

れる横並び状況はみられるのだろうか。図1 から

指摘したように，階層という概念でみれぱ, 1970

年次が一番明確である。もちろん完全な横並びは

望むべくもないが，他年次に比べればそれははっ

きりとしている。後述するように，東京・大阪・

名古屋を加えた7 都市のテリトリーもこの頃明確

になった。

4都市のなかで，福岡と札幌の支所数が多い理

由として，かつて筆者は東京と大阪から遠く離れ

ていることの有利性を挙げたことがある3）。つま

り，日本の大企業は東京と大阪に本社が多く，ま

た，相互に支所を多く配置していた。企業は成長

するにつれ，名古屋，そして，遠く離れた福岡と

札幌にまず支所を配置し，余力が出来て後，その

間を埋めるように仙台と広島に支所を配置してい

った事例が多いことを指摘した。しかし，この指
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摘があてはまりそうなのは1985年までであり，既

述したように1990年以降状況は大きく変わった。

東京と大阪からの距離，もしくは2 つの大きな

都市の中間に位置するということは確かに重要な

検討ポイントとして考えられている。たとえば財

団法人東北開発研究センターは札仙広福の都市的

成長過程について，仙台については，

｢東北と中央との中継的位置により，

仙台は支店経済都市としての地位を高め

ていった。しかし，そのことは基盤とな

都
市
圈

福
岡

都
市
圏

札
幌

都
市
圈

仙
台

都
市
圈

広
島

図3　 地 方 中枢 都 市 圏 の 成 長 指 数

出典）九経調(1999) 『都市再編と地域の変容』

るような産業（工業）集積を持たないこ

とと相まって，結果的に卸売業 。サービ

ス業等の第3 次産業へ特化した消費都市

としての性格を強めることになる。行政

都市としての性格は札幌と類似してはい

るが，東北地域に対し，札幌ほどの圧倒

的な拠点性を持つほどでもない。また東

京圏との近接性は逆に高速交通網の整備

および情報化の進展によっては，仙台の

中継的な位置づけを弱める危惧も指摘さ

れている」

と指摘している。

そして，広島についても，東京と札幌との間に

位置する仙台と重ね合わせて，

「また，中心機能の状況でいえば，東

京圏に近く，さらに新潟等ブロック内に

拮抗する県庁所在都市を持つ仙台と，大

阪圏と福岡圏にはさまれ，第2 都市岡山

と拮抗している広島とでは，絶対的な拠

点性をもたない点で類似しているといえ

よう」

新たな市場開拓のため

九州の中心都市として成長に期待

取引先が増えたので

西日本の中心都市として成長に期待

企業イメージを高めるため

同業他社の進出が多いから

関連企業が進出したから

内外交通網が整備され便利

大都市圏に比べ営業コストが安い

アジアの拠点 都市として成長に期待

本社 移転 支店開 設

注）該当項目3 つ まで回答 （N ＝109） 資料 ）九経調「福 岡進出企業アンケート調査」

図4　 福岡進出または本社移転の理由

出典）九経調(1999) 『都市再編と地域の変容』
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と述べている4）。

しかし，仙台と広島は決して同じ状況下にはな

い。大阪と福岡に真の意味ではさまれている広島

に対して，札幌の影響というものは東北地方には

及んでいないからである。

広域中心都市の中でも，とくに福岡の上昇は著

しいものがあったが，この点については極めて詳

細に分析した 『都市再編 と地域の変容』（九州経

済調査協会，以下，九経調と記す）があるので5），

この成果を援用したい。豊富な分析結果を掲載し

ている同書であるが，たとえば「地方中枢都市圏

の成長力指数」を計算すると, 1990 年代 前半にお

いて福岡のそれは際立っているが，一方, 1980 年

後半においては最も高い成長率を示しているのは

仙台であったことが明らかにされてい る（図3

地方中枢都市圏の成長力指数）。

さらに，同書では企業による福岡の評価を調査

（図4　 福岡進出または本社移転の理由）してい

る。そして。

「最近3 年 間に市外から福岡に支店開

設または本社を移転した企業アンヶ－卜

（有効回答：本社移転21 社 ，支店開設88

社，合計109 社） によれば，福岡進出の

理由は『新たな市場開拓のため』（67社 ），

『九州の中心都市として成長に期待』（59

社）が圧倒的に多い。このほか，支店で

は『取引先が増えた』『西日本の中心都

市として成長に期待』が，本社移転では

『企業イメージを高めるため』が続く。

このように，福岡の背後マーケットの

大きさや成長性が，福岡立地の大きな誘

因であることがわかる。また，県内他市

町村や九州他県に本社を置いていた企業

は，これに加えて，九州の中心都市に本

社を移すことが企業イメージを高めると

判断している」

と述べている。

さらに，福岡支店の格付けを調査し，各企業が

明らかに「札仙広福」のなかで，福岡を高く位置

づけていることを導き出した。以下に引用したい。

「福岡支店の全社的位置付けは，新規

立地支店企業よりも早くから立地した上

場企業の方が高い（図5 ）。アンケート

は,全社的位置付けを6 段階で聞いたが，

上場企業の場合，『東京・大阪・名古屋

に次ぐ4番目の拠点』が38.7% で最も多

く，次いで『札幌，仙台，広島と並ぶ地

方ブロック拠点』が36.6% である。また

最近3 ヵ年に開設した福岡支店 上場企業の福岡支店

東京に次ぐ2 番目の拠点

東京、大阪に次ぐ3番目の拠点

東京、大阪、名古屋に次ぐ4番目の拠点

札幌、仙 台、広島と並ぶ地方ブロック拠点

北部九州の拠点

福岡県内の拠点

注）九経調「福岡進出企業アンケート調査」（N ＝88）　 「九州 支社・福 岡支店アンケート調査」 （N ＝485）

図5　 福 岡 支 店 の 全 社 的 位 置

出典 ）九経 調(1999) 『都市再編と地域の変容』
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大阪に次ぐ3 番目，東京に次ぐ2 番目も

合わせて16.0% あり，4 番目以上でみる

と54.7% と5 割を超える。一方，最近3

年間に開設した支店の場合，4 番目以上

は合わせて42.6% となり，『札幌，仙台，

広島と並ぶ地方ブロック拠点』の25.0%

を上回る。

このように企業活動においては，福岡

は『札仙広』よりもやや上位に格付けさ

れている。その大きな理由は，成長性比

較ですでに見たように，その背後圏市場

の大きさと当該都市の成長性の高さに求

められよう。」

こういう支所の位置づけ，つまり，それを総合

した都市の位置づけについては，筆者は東京と大

阪について既述のように従業者数から検討してき

た。従業者数による評価に比べれば抽象的ではあ

るが，アンケートにより企業の判断を直接求めた

ことは極めて興味深い。福岡の位置づけがより明

らかにされたといえよう。

4．大宮と吹田

表1 掲載の都市は3 大都市・広域中心都市をは

じめとして，県庁所在都市もしくは人口100 万人

以上の都市である。これに該当しない唯一の都市

が大宮（大宮は浦和・与野と合併して，さいたま

市となり現在では県庁所在都市）である。大宮の

人口は456 千人（2000）であるにもかかわらず，2000

年現在，熊本(662 千人），鹿児島(552 千人）

の両県庁所在都市よりもその支所数は多い。

表1 からわかるように，大宮の支所数は1985年

では，熊本・鹿児島より少ないものであったが，1990

年で熊本 。鹿児島に並び, 1995年ではこの両

市と北九州をも追いこし，現在に至っている。1960

年以降の支所数の推移を見ても，近年におけ

るその増加は著しいことがわかる。この背景には

どういう理由があるのだろうか。

大宮ほどではないが， よく似た都市としては吹

田をあげることができる。表1 に は吹田は掲載さ

れていないが，2000 年 の 支所数は157 を 数え， 日

本の都市のなかでは57 番 目である。因みに, 1990

年で は95 支所（63 位), 1995 年 で は130 支所（56位）

である。この10 年 間に順位が大きく上昇したとは

いえないが，支所数はかなり増加した。この10年

間の人口は, 1990 年345 千 人, 1995 年343 千 人，2000

年348 千 人であるから， それほど大きな増加

ではない。

両都市の支所の状況を， とくに東京と大阪との

関係において検討する。近年，サテライトオフィ

スやバ ックオフィスの存在が注 目を集めている

が，両市の支所数の増加は東京・大阪の支所とど

のような関係にあ るのかといった点を中心に検討

をすすめる。

ある企業の大宮 （吹田）支所と東京（大阪）支

所との関係は次の4通 りである。

（a）東京（大阪）にも大宮（吹田）にも支所を

もつ

（b） 大宮（吹田）には支所をもつが東京（大阪）

にはない

（c）東京（大阪）には支所をもつが大宮（吹田）

にはない

（d ） どちらにも支所はない

このうち，（d ） は問題外であ るし, (c) も 検

討する意味はない。一般的な事例だからである。

したがって, (a) と （b ） が検討対象となるが，

（a） の事例では大宮支所の多くは東京支所の管轄

下にある。（b ） の事例では東京に本社をおく企

業が東京支所をもたずに，大宮支所を所有してい

る例が多い。ただし，吹田と大阪の関係はこれと

同じではない。

表7 は上の分類にもとづいて大宮 と吹田の1990

年 と2000 年 の支所を分類したものである。表7 を

みると大宮と吹田では明らかに様相が異なる。大
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表7　 大宮・吹田支所の特性

�1990 �2000

東京 にも大宮にも支所をもつ企業数

大宮 には支所をもつが東京にはない 企業数 �21236�33658

大阪 にも吹田にも支所をもつ企業数

吹田 には支所をもつが大阪にはない 企業 数 �1458 �29105

宮の支所の多くが東京本社もしくは支所の補完的

役割を担っているのに対して，吹田の支所は大阪

支所的な立場にあると考えられる。大阪市内から

移転してきたか，新規に進出した場合に大阪市内

ではなく吹田を選定したかのどちらかであるとい

うことである。大宮と吹田の支所は1990年にすで

に以上のような傾向をもっていたが，2000年では

より一層，その傾向を強めている。

吹田支所と大阪支所の関係は大宮支所と東京支

所との関係とは異質である。大阪支所という名称

で吹田（豊中や茨木にも散見される）に位置する

事例も少なくない。もちろん，そういう事例は他

都市でもみられないわけではない。たとえば，名

古屋支所として小牧に立地したり，福岡支所とし

て糟屋に立地するといった例である。しかし，い

ずれも吹田ほどの数は数えない）。

「吹田には支所をもつが大阪にはない企業」を

中心に検討していこう。それは1990年には58であ

ったが，2000年には105を数えた。

大宮の場合，「大宮には支所をもつが東京には

ない企業」58社（2000年）のうち，「東京に本社

のない企業」は11社にすぎない。つまり，東京に

支所をもたない企業47社は東京本社企業なのであ

る。そのために必ずしも大宮に支所を置く必要も

ないともいえよう。「東京に本社のない」11社の

うち6 社は宇都宮や川崎など首都圏内の都市に本

社を置いている。したがって，わずか5 社のみが

東京に支所を置かず大宮に置いていることにな

る。

それに対して吹田の場合，「吹田には支所をも

つが大阪にはない企業」105社（2000年）のうち

45社が東京本社企業である。1990年で「吹田には

支所をもつが大阪にはない企業」58社はすべて大

阪に本社はない。58社中30社が東京本社企業であ

る。このように他地方の企業が吹田に多く支所を

おいているのである。

では吹田の支所の増加は大阪からの移転による

ものなのか，新規立地によるものなのか。「吹田

には支所をもつが大阪にはない企業」について検

討しよう。これに該当した企業は1990年には58社

であったが，2000年には105社に増加した。

105社のうち1990年にも分析対象であった企業

は82社であるが，このうち当時すでに吹田に支所

を置いていた企業は52社（うち2 社は大阪にも支

所があった）である。また，24社は大阪に支所を

置いていた。したがってこの24社は1990～2000年

の間に大阪の支所を閉鎖して吹田に支所を移転さ

せたことになる。

1980年までさかのぽってみると，先の52社のう

ち，14社はすでに吹田に支所を置いていたし，13

社は大阪に支所を置いていた。つまり，この13社

が1980～1990年の間に大阪から支所を移転させた

わけである。残りの企業は1980年には対象企業で

はない。

これらのことから吹田における支所集積は大阪

への支所配置を最初から吹田に置いた企業と大阪

からの移転企業の両方によるものであることがわ

かる。この理由の1 つは明らかに吹田の交通の便

の良いこと（大阪の都心へもJR 新大阪駅へも）

に求められよう。

次の問題はこれをどのように解釈するかという

ことになる。つまり，吹田の支所数の増加は大阪

の衰退なのか発展なのかという問題である。

先に支所数からみると，近年，大阪の対東京劣

位は著しく，名古屋との差が縮小していると指摘

した。吹田の支所を大阪の支所ととらえると，こ

の指摘はやや訂正しなくてはならないが，その時
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には名古屋も福岡もその周辺の支所数を合計する

措置をとるため，結局大きな違いにはならない。

つまり，先の指摘は大筋で訂正する必要はない。

東京の場合でも，大宮支所は東京本社・東京支

所の補完的役割一埼玉・栃木・群馬をテリトリー

として担当する機能を担っている場合が多い，そ

の場合，典型的な名称として北関東支店と名づけ

られているーを果たすことの多いことが明らかに

されているが，東京周辺には東京の支所数を減少

させるような都市や開発地がいくつかある。たと

えば千葉の幕張新都心であり，横浜のMM21 地区

である。

東京（23区）からこれらに支所が移転すれば，

東京の支所数は減少する，もしくは増加に歯止め

がかかるということになる。しかし，これら東京

周辺の地区に支所ができても，それが分室的な事

例で，東京に何らかのかたちで支所が残る時には

（筆者のカウント方式では）東京の支所数の減少

とはならない。

これらの都市への東京からのオフィス機能の進

出や移転事例が報告されているが7），現在のとこ

ろ，東京の支所数を減少させたり，増加に歯止め

がかかるというところまではいっていない。たと

えば, 1990 ～2000年の東京と大阪の支所数を比較

すると，それぞれ1355→1627, 1266→1484で，東

京の方が増加数が多いのである。

これをみる限り，東京や大阪から支所が脱出移

転しても，それを上回る支所数が入ってきている

ことになる。あるいは既に存在していたが，非対

象であった企業が大企業となり対象企業となった

ことにもよる。

以上の分析から，大宮と吹田という東京と大阪

に近接する都市の支所の増加は，前者が東京の補

完的な役割をもつものが多いのに対して，後者は

大阪の都心の一部，極端にいえば大阪の副都心的

な性格をもちつつあるものとすらいえよう。

もっともこの問題は分析の単位をどのようにす

るかということと関係している。本論では都市＝

市町村ととらえているので，このような問題が発

生するにすぎない。東京23区として集計している

ために新宿副都心地区の支所も含まるが，ここが

異なる行政市であれば東京の支所数は大きく減少

する。それは例えば，パリとして集計した経済的

中枢管理機能とデファンスなど周辺を含めた範囲

では結果が大きく異なることと同じである8)。

しかし，以上のような点を考慮しても，この機

能からみた大阪の地位は相対的に低下していると

判定される。

Ⅲ　支所機能からみた都市のテリトリーと

中核都市との関係

1．支所機能からみた都市のテリトリー

続いて支所機能からみた都市のテリトリーにつ

いて考察する。テリトリーとはそもそも領土や領

域を示す言葉であるが，企業活動においては支所

機能の営業担当（管轄）範囲のことである。企業

が，ある都市に支所を設置するのは，製造業の場

合，それが生産財であれ消費財であれ自社の製品

を販売するためであり，建設業では事業の受注の

ためである。つまり営業活動の拠点として支所を

設置する。その際，各支所は担当（管轄）範囲を

もたされており，これがテリトリーである。これ

を都市の側からみれば，その集合が都市のテリト

リーとなる。要するに1 つの勢力圏であり，都市

圏ということになる。表8 は2000年のこの状況を

示したものである（紙幅の関係で他の年次は省

略）。

そして，図6 は筆者が上記の考えに基づいて日

本の主要都市のテリトリーを1950～2000年につい

て10年間隔で調査したものである。斜線の部分は

相当程度他都市のテリトリーをも管轄しているこ

とを示している。1950年の東京と東北地方，名古
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屋と北陸地方，大阪と中国地方, 1960 年の名古屋

と北陸地方がこれに該当する。つまり，東京・名

古屋・大阪がそれぞれ仙台・金沢・広島のテリト

リーをかなりの高率で担当管轄していたことをあ

らわしている。

都市のテリトリーの変遷を見ると, 1970年にお

表8　 経済的中枢管理機能（支所）による主要都市のテリトリー（2000 年）

都市名 �札幌 �仙台 �東京 �名古屋 �大阪 �広島 �高松 �福岡 �横浜 �金沢 �富 山 �新潟 �京都 �神戸 �北九州

�91 �107 �150 �150 �147 �100 �56 �116 �55 �35 �23 �21 �28 �26 �12

�100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0 �100.0

北海道

青　森

岩　チ

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　囗

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　繩 �100.01.11.11.11.11.1�0.9*88.888.8100.086.993.986.91.90.90.90.9�25.718.324.325.725.025.026.781.380.380.078.081.3100.067.357.31.72.32.380.055.025.70.70.70.70.70.70.70.74.0�5.342.040.040.71.723.396.057.0100.095.33.70.70.70.70.70.7�18.719.721.12.01.71.079.985.0100.084.496.995.235.732.041.829.327.242.242.239.541.512.212.212.212.212.212.212.211.6�75.582.070.5100.089.018.019.021.018.01.01.01.01.01.01.01.01.0�92.9100.092.992.9�o.90.90.94.7100.097.494.494.892.295.795.766.4�1.91.91.999.15.51.913.6�1.776.199.676.5�7.6100.054.142.4�100.026.226.221.49.5�10.710.710.776.898.214.3�3.83.83.83.83.83.8100.03.83.83.83.83.83.83.87.77.77.77.7�4.2100.050.050.050.058.350.050.041.7

資料：アンケート調査　有効回答企業数105社

各都市所在の支所が各都道府県をテリトリーとしている比率を示す。県全域をテリトリーしている時は1、

部分域の時は0.5とカウント

（例）＊印…仙台所在の支所（107） の88.8％が青森県をテリトリーしている

―  14 ―



いて，主要都市のテリトリーが明確になったこと

がわかる。これには，既述したように, 1960年代

の高度経済成長期において，名古屋と4 広域中心

都市における支所数の増加が関係している。表現

を変えれば日本の主要企業が3 大都市と4 広域中

心都市と高松を重視し，そこに支所を設置して市

場空間として日本国土の合理的な分割を行なうよ

うになったと解釈できる。

名古屋が次第にはっきりと静岡県と北陸3 県を

そのテリトリー内に取り込むようになるなど，部

分的な変化はあるが，基本的に1970年の構造が現

在まで続いている。この構造の中で都市間に上下

関係が存在している9)。そこには，京都一京都府

と滋賀県をテリトリー，金沢一富山・石川 。福井

1950 年

1960 年

1970 年

1980 年

1990 年

2000 年

独立したテリトリーをもっている都市
と

その テリトリー

2 つの都市がテリトリーとしている地域

ある都市の管轄下でテリトリーをもっている都市
と

そのテﾘﾄﾘｰ

他の都市のﾃﾘﾄﾘｰ に影響力をもっている状況

図6　 主要都市のテリトリーの変遷（聞きとり調査ほか）
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県をテリトリーというように，大阪と名古屋の管

轄下において，複数の県をテリトリーとする都市

も含まれる。いわば，テリトリーの重層構造であ

る。

経済的中枢管理機能（支所機能）からみた主要

都市のテリトリーが上述のようになってきた要因

について検討したい。1 つは既述したように，細

長い国土をもつ日本列島を市場空間として運営す

る場合，3 大都市と4 広域中心都市と高松を重視

した支所配置が最も合理的だからである。

2つ目は，その点と関係しているが，上述の国

土分割には不自然さがない。歴史的にも行なわれ

てきた区分であり，筆者はそこに歴史的慣性を見

出す。細かくみれぱ，北陸地方からの新潟県の分

離や東海地方において静岡県の分離や統合がある

が，その他においては大きく歴史的な地域区分が

生きていると考えられよう。

3つ目は行政的中枢管理機能たる政府出先機関

のテリトリーとの関連である。同機能としての政

府出先機関が主要都市に配置され，テリトリーを

もって業務を行っていることは周知のことである

図7　 主要都市のテリトリー

（政府出先機関による）2000 年

-

が，2000年における主要都市のテリトリーの状況

を経済的中枢管理機能の場合と同様に示したもの

が図7 である（紙幅の関係で詳細な比率は省略）。

福井県は大阪と名古屋の機能がほぼ拮抗して管轄

しており，どちらのテリトリーにも入らない。福

井県を除くと，支所によるテリトリーと政府出先

機関によるテリトリーは一致している。企業にと

っては，そのテリトリーを政府のテリトリーに合

致させておくことが好都合であり，前者が後者に

合わせるようになったと考えられる。そこに歴史

的慣性も作用していたといえよう。

4つ目の理由は，これらの都市には地元に詳し

い企業が多く存在しているからである。例えば，

ある農業用資材を製造している企業を考えてみよ

う。この企業が九州一円の農家に自社の製品を販

売しようとする時，その営業拠点としての支所を

福岡に置く。そして，営業活動を展開していくわ

けだが，その際，必ずといっていいほど地元の商

社あるいは問屋を取引の相手にする。なぜなら地

元（九州）の状況は地元の商社や問屋の方が詳し

いからである。一般的な言葉を使えば地元の者は

地元に強いからである。

地元の商社や問屋を取引相手にすることによっ

て金銭上のやりとりをスムーズに行い，トラブル

を未然に防ぐこともできる。自社の製品の代金は

これら商社や問屋から支払ってもらうわけであ

る。自社製品を使用してくれる顧客が例えば宮崎

県にのみ集中していれば，支所を宮崎に置けばよ

いが，全九州に顧客を持つ時，あるいは全九州を

市場としてこれから開拓していこうとする時に

は，やはり福岡に支所を置くことが効率的だから

である。そして顧客のニーズや苦情・好みを集め，

つまり情報を収集し，自社製品に反映させていく

のである。

ある企業の福岡支所が全九州地方をテリトリー

としているといっても，その実態は地元企業など16

－

50％以上の率で　で示される都市のテリトリー
ただし、調査した政府出先機関が15以上の都市
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と結びついたうえでのことである。もちろん，需

要が増えれば多忙になり，福岡支所の人数は増や

さなくてはならない。従って九州の生産力や人口，

つまり経済活動の上昇は福岡支所の規模拡大につ

ながる。また，仮に広島支所を閉鎖すれば，中国

地方の西は福岡支所で，東は大阪支所で担当する

ということもおこりうるし，そのことが大阪や福

岡の支所数の増加や規模拡大となり，広島の支所

数の減少や規模縮小となって出現してくるわけで

ある。そして，その背景には新幹線網の拡充に代

表される交通体系の整備などがある。

以上，農業用資材企業を例として福岡と九州の

関係を説明してきたが，いうまでもなく他の業種

においても事情は基本的に同様であり，福岡を名

古屋に，九州を東海・北陸に，あるいは福岡を仙

台に，九州を東北に置き換えれば，なぜテリトリ

ーというものが重要であるかが理解されようlO）。

現在では福岡が九州第一の都市であるが，昔か

らそうであったわけではない。そこには歴史的な

経緯がある。江戸時代には長崎が九州第一の都市

であったが，明治に入って，その地位は熊本がと

ってかわった。そして，やがて福岡が九州第一の

都市になるわけだが，その最大の要因は陸路で大

阪，東京に最も近い県庁所在都市であったという

ことである。

さて，経済的中枢管理機能（支所）からみた主

要都市のテリトリーについては，上述のような整

理が可能であるが，やや詳細に検討されるべき点

がいくつかある。それは2 大都市間にはさまれた

県の評価である。表現をかえれぱ，2 大都市の勢

力が拮抗している県の評価－その県に対する2 大

都市の評価－である。北陸諸県と静岡県をめぐる

名古屋をこの典型的なものとして例示したが，山

口県に対する広島と福岡の関係も重要であろう。

筆者の調査では1990年・2000年において，大企

業の福岡支所が山口県をテリトリーしている比率

は10.2%, 4.7%  (表8 ）であったが，九経調の調

査では「上場企業の福岡支店」は35.5%  (表9

福岡支店の営業地域）である11）。比率による線引

きは簡単ではないが，これらの数字は決して小さ

いのもではない。

岡山県については, 1980年において大阪の支所

が38.5%, 広島支所が56.9% の率でテリトリーと

していた12）。これから筆者は大阪の影響力が岡山

に浸透したと指摘した。そして, 1990年と2000年

においては，大阪支所が岡山県をテリトリーとし

ている比率は25.5%13), 41.8% である（表8 ）。速

断はできないが，これらのことは確かに大阪と福

岡に挟まれた広島の地位低下を示唆している。も

とより大阪支所が四国地方をテリトリーとしてい

る比率は40％前後に達する（表8 ）。

2 ．テリトリーの諸指標と中核都市との関係

ある都市の盛衰や都市機能の増減が社会情勢の

変化と関係していることはいうまでもない。交通

基盤の整備や情報伝達手段の発達はとくに大きな

意味をもっている。仙台と札幌との関係でいえば，

1982年6 月に開通した東北新幹線は仙台に有利に

表9　 福岡支店の営業地域　（単位：％）

�最近3ヵ年に　　　　上場企業の

開設し た福岡支店　　　 福岡支店

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮 崎県

鹿児島県

沖縄県

山口県

広島県

鳥取県

その他中国地方

四国

サンブル計 �97.7　　　　　　　　　　　　　　　97.373.9　　

87.4

67.0　　　　　　　　　　　　85.8

72.7　　　　　　　　　　　　85.4

69.3　　　　　　　　　　　　83.9

55.7　　　　　　　　　　　　78.8

60.2　　　　　　　　　　　　79.4

33.0　　　　　　　　64.7

28.4　　　　　　　　　　　　35.5

10.2　　　　　　　　　　　　5.8

4.5　　　　　　　　　　　3.1

3.4　　　　　　　　　　　1.9

2.3　　　　　　　　　　　3.3

100.0　　　　　　　　　100.0

注）サンブル数：最近3ヵ年に開設した福岡支店109社、

上場企業の福岡支店485社

資料）九経調「福岡進出企業アンケート調査」

「九州支社・福岡支店アンケート調査」

出典）九経調(1999) 『都市再編と地域の変容』
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働いた。

池沢裕和(1994) は仙台所在の企業支店の従業

者の行動をさまざまな角度から調査した14）。表10

は池沢がまとめたアンケート結果である。これに

よると「自企業外」の出張は東北地方が圧倒的に

多いが，「自企業内」の出張は東京の区部が多い

ことがわかる。前者は仙台支店のテリトリーが東

北地方であることを意味しているし，後者は「仙

台支店の上位機関は東京に置かれることが多いた

めである。」もちろん本社も東京に多い。出張に

は東北新幹線が最も利用されているはずである。

企業活動における対面行動の重要性を想起する

と，新幹線による東京←→仙台間の時間短縮は仙

台に大きくプラスに働いた。

新幹線のような高速度鉄道の供用開始が都市に

大きな影響を与えることについては早くから議論

のあるところである。1964年に東海道新幹線が開

通した際，名古屋のアメリカ領事館が東京に引き

あげた行動はよく挙げられる例である。そして，

これは1 つの革命的な交通手段が都市（名古屋）

の機能を弱体化させる象徴的な例として，よく取

り上げられた。つまり，ストロー効果である。し

かし，これまでの検討から明らかなように，新幹

線によって名古屋の都市機能が低下したというこ

とは当たっていない。むしろ，都市機能の盛衰は

その背後圏，すなわちテリトリーとの関係の方が

大きい。以下，これらの点について検討してみよ

う。札幌・仙台・東京・名古屋・大阪・広島・福

岡，そして高松と各テリトリーとの関係について

検討する。高松についてはやや低位の都市である

ことは否めないが，それなりに四国地方をテリト

リーとする支所が多く存在することを考えると一

応同列に位置づけておこう。

まず各テリトリーの人口と製造業出荷額の推移

をみてみよう。広域のテリトリーをもつ中心都市

はその広域の諸状況と密接な関係があると考えら

れる。つまり，人口が増加し（それは消費の増大

を意味する），工業活動が活発なときには，中心

都市の都市機能は充実するが，その逆では衰退す

ると考えられるからである。

表11は1960～2000年のテリトリー人口の推移で

ある。各テリトリーの人口も詳細に検討すれば内

容には差違がある。たとえば，年齢別の人口構成

は異なる。しかし，総人口は一般に消費人口の総

和とみなしうる。人口が増加していれば，消費財

を取り扱う企業の支所が増加していくということ

になる。

表11によれば, 1960～2000年の40年間，この地

域区分では人口が減少したところはない。もちろ

ん増加率には地域差があって，東京・大阪・名古

屋の3 大都市のテリトリー人口は増加率が大きい。

各テリトリー人口の推移をみると，次の特徴も

指摘されなくてはならない。関東地方・山梨・新

潟・長野，東海・北陸，三重県を除く近畿地方，

九州地方は一貫して増加基調にあるのに対して，

北海道と東北，四国・中国地方の人口は1995年が

最も多いという点である。この遠因は, 1960 年代

の高度経済成長期にある。この成長期に後者の地

表10　支店従業者の1 ヵ月間の出張先地

出張先 � 自企業内 � 自企業 外 � 合計

宮城県内＊ �11  (4.5) �165  (21.5) �176  (17.4)

青森市

盛岡市

秋田市

山形市

福島市

郡山市

その他東北地方

東北地方内不明 �5

 (2.1)8

 (3.3)9

 (3.7)1

 (0.4)3

 (1.2)4

 (1.7)20

（8.3）4

 (1.7) �28

 (3.7)53

 (6.9)37

 (4.8)51

 (6.6)60

 (7.8)72

 (9.4)202

 (26.3)68

（8.9）�33

 (3.3)61

 (6.0)46

 (4.6)52

 (5.2)63

 (6.2)76

 (7.5)222

 (22.0)72

 (7.1)

東北地方内合計 �65  (26.9) �736  (96.0) �801 （79.6）

東京区部

大阪市

その他

不明 �133

 (55.0)9

 (3.7)35

 (14.5)0　0.0�18

（2.3）2

（0.3）11

（1.4）0

0.0 �151

 (15.0)11

（1.1）46

 (4.6)0　0.0

合計 �242  (100.0)�767(100.0) �1,009 (100.0)

＊仙台市内の出張は含めない

（アンケート 結果より作成）（池沢裕和(1994) 原表）
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方からは若年層を中心に激しい人口流出があっ

た。人口の社会減少である。人口の社会減少の影

響は数年後には自然減少となって出現する。後者

の地方の人口動態の理由はここに求められる。

さて，人口の推移と中心都市の経済的中枢管理

機能（支所）数の推移を比較すると，あまり関係

があるとはいえない。たとえば，北海道と東北の

人口推移はほぽ同じであった。しかし，札幌と仙

台の支所数の推移は大きく異なっていた。したが

って，この一例をみても，テリトリー人口と中心

都市の支所数の動向には強い関係はないことがわ

かる。

続いてテリトリーの工業活動との関係をみてみ

よう。表12は1960～2000年の40年間の製造品出荷

額の推移である。人口と違って減少ということは

ないが，地域差は大きい。この40年間に増加率が

最も大きいのは東北地方である。北海道と比べる

とそれは際立っている。1960年において，北海道

と東北の製造品出荷額はほぽ同じであるが,以後，

格差は拡大し, 2000年では東北の方が12兆円ほど

上回る。四国と比べても北海道の製造品出荷額は

伸びなかった。1960年では上回っていたものの，1970

年以後では四国を下回る。

札幌・仙台・高松の「鉄鋼諸機械」の支所数を

比べると（表13), 興味深いことがわかる。すで

に検討したことではあるが,再度確認してみよう。1960

。 1970年では札幌の方が仙台よりこの業種の

支所数は多かった。1960～1970年では仙台の方が

増加数が多いことから1980年以降仙台の方が上回

るトレントを読みとることができる。

仙台と札幌の支所数の逆転は1985～1990年であ

る。しかし，「鉄鋼諸機械」においては1970～1980

年に逆転している。この部門の支所数の増減

がテリトリーの工業活動の盛衰と関係していると

いうことはある程度証明されたといえよう。

四国の製造品出荷額は1960年では北海道を下回

っていたが1970年以降は上回る。しかし，高松の

「鉄鋼諸機械」の支所数が札幌を上回るというわ

けではない。その理由は大阪との関係である。高

松の支所の多くは大阪支所の管轄下にある15）。ま

表11　1960-2000 年 のテリトリ ‾人口の推移　　　　　 （千人）

�1960　　1970　　1980　　1990　　1995　　2000　2000/1960

北海道

東北

関東･山梨･新潟･長野

東海･北 陸

三重 を除く近畿

中国

四国

九州 �5,039　　　　5,184　　　　5,576　　　　5,644　　　　5,692　　　　5,683　　　　　1.139,326　　　　9,031　　　　9,572　　　

9,738　　　　9,834　　　　9,818　　　　　1.05

26,409　　　33,083　　　40,237　　　44,028　　　45,084　　　46,013　　　　　1.74

12,845　　　14,554　　　16,333　　　17,329　　　17,678　　　17,907　　　　　1.39

14,031　　　17,401　　　19,522　　　20,414　　　20,627　　　20,856　　　　　1.49

6,346　　　　6,997　　　　7,586　　　　7,745　　　　7,774　　　　7,732　　　　　1.22

4,121　　　　3,904　　　　4,163　　　　4,195　　　　4,183　　　　4,154　　　　　1.01

13,787　　　13,018　　　14,072　　　14,518　　　14,697　　　14,764　　　　　1.07

表12　製造品出荷額　　　　　 （10億円）

�1960　　　1970　　　1980　　　1990　　　2000　2000/1960

北海道

東北

関東･山梨･新潟･長野

東海･北陸

三重を除く近畿

中国

四国

九州 �405　　　　1,511　　　　5,129　　　　5,999　　　　5,917　　　　　14.6462　　　　2,135　　　　8,828　

15,946　　　18,074　　　　　39.1

5,390　　　26,222　　　79,653　　122,287　　106,362　　　　　19.7

2,905　　　13,145　　　43,096　　　75,055　　　72,058　　　　　24.8

3,853　　　15,686　　　41,124　　　58,089　　　49,055　　　　　12.7

1,045　　　　5,094　　　17,298　　　22,899　　　20,852　　　　　20.0

372　　　　1,762　　　　6,120　　　　7,852　　　　7,760　　　　　20.9

1,067　　　　3,577　　　13,451　　　18,966　　　20,400　　　　　19.1
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た，大阪支所の4 分の1 が四国をテリトリーとし

ている事実もある。この点を考慮すると大阪・高

松と四国地方の関係は簡単ではないが，大筋にお

いてはテリトリーの工業活動と中心都市の「鉄鋼

諸機械」の支所数が強い関係にあることは明らか

であろう。

Ⅳ　おわりに

以上，経済的中枢管理機能の諸状況から戦後の

主要都市の動静を検討してきた。検討の焦点は，

大阪の衰退, 広域中心都市の仙台と福岡，そして，

東京と大阪という大都市に近接していて，この機

能の増加が著しい大宮と吹田である。

大阪の衰退については，東京に第2 本社をもつ

大阪系企業の推移，商社の都市別の人員配置の推

移を検討した結果，次第にその地位が低下しつつ

あることは，かなり明白であること，また支所の

業種を検討した結果，「鉄鋼諸機械」において名

古屋を下回る支所数となっていることなどを指摘

できた。

戦後の推移を検討すると，広域中心都市として

の横並びの状況は1970年以後不明になり，現在ま

での変化をみると，仙台と福岡の上昇が著しいこ

とが明らかにされた。仙台は札幌の支所数を上回

るようになったが，業種として「鉄鋼諸機械」が

中心であった。その理由は東北地方の工業生産の

増加に一因を求めることができた。

大宮と吹田については，大宮は東京支所の管轄

下にある場合も同格の場合もあるが，東京と大宮

の両方に支所が置かれている事例が多い。吹田は

大阪支所として位置づけられている場合が多く，

両方の性格が異なることが明らかになっ た。

主要都市とテリトリーの相互関係を明確に例証

することは簡単ではないが，上記したように，テ

リトリーの経済活動，工業生産と中核都市の経済

的中枢管理機能（支所）数との間には一部関係が

あることが推察された。

4広域中心都市を同列に論じることは正確では

ないこと，大阪と福岡に挟まれた広島と東京と札

幌に挟まれた仙台は一見同じようにみえるが，状

況はかなり異なり，札幌より仙台の方が都市機能

は充実傾向にあること，その理由としては上述し

たテリトリーの経済活動と交通基盤の整備が関係

していることが明らかにされた。

本稿を古稀を迎えられた石水照雄先生に献呈いたします。
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